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〔論文内容の要旨〕

１． 同論文のねらい ・目的

　同論文は，米国で考案され，その後日本を始め先進諸国を中心に普及し研究

が深められてきた資金循環表 ・同分析を取り上げ，現在中国において導入が決

定された国民経済計算体系（ＳＮＡ）の一勘定としてそれが組み入れられるた

めに，現在試作段階にある中国表の作成に先進諸国の普及 ・発展した成果が取

り入れられることをねらいとしている 。

　同時に，資金循環表を早くから作成 ・公表してきた日本を分析対象とし，同

表および国民所得統計を基本データ ・べ一スとしつつ，日本における資金需給

市場と金融行動に関しての数量分析を展開している。これは，中国において同

様の統計べ一スが将来作成された後に同様の分析を応用すること ，加えて中国

において今後の経済発展を目途とした資金調達とその制度的枠組みの形成に当

たっ て， 同表を分析枠組みとして利用し役立てようとすることを目的としたも

のである 。

２． 内容の概略

　全体の構成は全６章から成り立 っており ，内容目次を示せば下記の通りであ

る。

１章　資金循環分析の沿革

２章　日本経済におけるマネーフローの統計検証

３章　資金循環分析の理論モデル

４章　日本の資金循環に関する計量分析
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５章　中国における資金循環分析の展開

６章　中日資金循環構造の比較分析

　はじめに１章「資金循環分析の沿革」では米国において生成 ・発展してきた

分析の概要経過が示され，同分析の範囲と種類の国際比較を則提にＳＮＡ（国

民経済計算体系）他勘定との関係が把握されると共に同分析の有用性と限界が

指摘されている。次に２章では同表を早くから作成 ・整備してきた日本につい

て， 資金循環表から得られる統計データの通貨供給量を中心にその実物経済面

との相互関係を踏まえながら，両者の適正水準，日銀金融政策の効果および制

度部門別マネーフローの特徴などについての統計的記述分析がなされる。３章

では通貨需給さらには債券 ・貸出各市場に範囲を広げ，資金循環全体に及ぶ視

野で家計，法人および公共各部門の資金需給バランスとともにその実物面なら

びに金融行動変数を配慮しながら各市場のバランス制約を根幹とする均衡分析

（理論）モデルが考案されている。次の４章では，こうして設定された経済各

主体部門別の（理論）モデル方程式がオイルシ ョッ ク以降の安定成長期（１９７６

～９１年）における現実の統計データに適用され，それらを推定 ・検証すること

によっ て， 本論文は金融当局政策スタンスと政策の効果波及過程を追跡しつつ ，

各主体の金融行動と資金調達行動の特徴ならびに仲介機関の貸出行動の特徴と

その変化などを分析している 。

　次いで論文では５章として現在試作段階にある中国表のあるべき対象範囲 ，

部門分類および全体設計とその理論的枠組みが示される。最終６章では試作さ

れた中国資金循環表から，資金循環構成および金融資産の動態を日本のそれら

との比較分析がなされ，中国資金循環 ・同制度における問題点が指摘され，将

来のあるべき方向が展望されている 。

〔論文審査の結果の要旨〕

１　審査委員会の結論

　（１）本論文はその約３分の２の部分が既に雑誌（『立命館経済学』および日

本経済統計学会『統計学』等　付記参照）で刊行され，全体で１８万語を超過し
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ており ，形式的な範囲で課程博士申請論文としての条件を充足している。また

質的水準に関してはまず全体の構成として，これ迄の主な研究動向が的確に踏

まえられ，統計的検証に基づいた理論モデルの設定，およびそれによる実証的

計量分析からの政策評価なと ，全体としての体系性を備えており ，またそれぞ

れの分析にみる諸成果の内容面でも ，新しい幾つかの知見も加わった一定以上

の水準に到達している 。

　（２）その分析対象および内容について概括すれば，資金循環表 ・同分析が ，

その主題として一貫されており ，その視野は通貨供給（マネーフロー）から証

券・ 貸出各市場に拡張された資金需給（フロー・ オブ ・ファンズ）に及び，ま

た新しい分析方法および手法（加速度マーシャルのＫおよび資金需給均衡モ

テルの作成，さらには中国同表の設計にみる新提言なと）による工夫 ・考案が

発揮されている。そこで得られた分析諸結果は，従来の研究成果をテーマに即

して新しい視点から体系化したものであり ，その水準は学界の研究水準を十分

に消化 ・吸収し，その発展に寄与したものとなっ ている 。

　（３）審査委員会は，以上のような評価に立ち，本論文は著者が自立した研究

者として社会に活躍できる研究能力と高度な学識を備えていることを十分証明

したものとなっ ており ，課程博士号の学位を授与するに値するものであると結

論イ寸ける
。

２　以上の結論に至った論文内容に関しての評価

　（１）これ迄の研究発展史に関するサーベイ（１章）としては，¢米国の研

究を中心にその生成と発展を１０年毎に取り上げ，まず創始者コープランド教授

と連邦準備局（ＦＲＢ）の協同作業による嗜矢的研究となっ た単独表の作成過

程（’５０年代）についての紹介に始まり ，資金循環表が所得 ・生産等関連各表

との接合という中間期間（’６０年代）を経てＳＮＡ全体系に組み込まれていく経

過（’７０年代）が「所得 ・富研究会」 ・国運各文書なとの調査を通じてその大筋

を逃さず追跡されており ，資金循環を中心とする金融行動が国民経済総体との

関連，とくに実物面との関係を分析することの不可欠性が的確に把握されてい

る。 次いで　先進各国同表の国際比較がなされ，その実物取引との関係から
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中間生産物を含む全実物との関係を含む米国，最終生産物からの日本（ＥＰＡ）
，

投資 ・貯蓄のみのフランス各表および金融取引のみの日銀表など，その範囲と

基本構造にみる整序を行い，　現在の到達水準であるＳＮＡ体系における資

金循環表と他４表（国民所得，同貸借対照，産業連関および国際収支各表）と

の関係が論述されている。またこの章では　資金循環分析の有用性と限界が

ふれられている。その有用性については同表が国民経済計算体系全般をカバー
し， 実物と金融の逆行 ・対応性をはじめ貯蓄資金から投資への流れなどそれら

各勘定を総括し接合する役割を持つことが正鵠を得て指摘されており ，限界と

しては主体部門別使途 ・源泉（表頭）の，資金項目別（表足）表示による事後

的マトリッ クスが持つ限界，すなわち資金の流通が信用を媒介として持つ総量

性・ 多段階性 ・多重性が純量化（ネ ットアウト）されてしまう（信用乗数概念

が反映されない）ことが検討されており ，そのことによっ て見失われてしまう

資金循環市場における勘定の回復を意図した最近（’８０年代以降）の研究方向

とその展開が分析されている 。

　（２）貨幣供給を中心とした統計的検証（２章）およびそれに基づいた理論モ

デルの設定（３章）では，同表を早くから作成 ・整備してきた日本について ，

同表から得られる貨幣の需給受払い関係についての時系列統計（通貨供給量 ・

利子率など）を生産 ・所得などの実物経済面と関連させて分析し，１９７５年以降

における金融当局の政策が経済成長およぴ景気循環各局面において適正を得て

いたかどうかについて，貨幣流通速度およびその逆数であるマーシャルのＫ ，

さらには通貨供給と物価変動の関係を通じての評価が試みられている。その際 ，

通貨供給量および経済成長をともに増分で考え，より変動伸縮的である「加速

度マーシャルのＫ」が考案され，好 ・不況期および異常期別に測定され，安

定成長を得るための通貨供給量伸び率の調節範囲（実質ＧＮＰ成長率の約２

倍）を実績数値から経験的に求めていることに特徴がある 。

　次いで理論モデルとして通貨の産業的流通と金融的流通との枠組みを則提に

各経済主体部門別の貨幣 ・証券 ・貸出各市場について簡略ではあるが資金需給

均衡モデルが設定 ・作成されている 。
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　国民所得勘定がケインズモデル，産業連関勘定がレオンチ ェフ ・ストーン各

モデルをそれぞれの理論的基本骨格としているのに対して，資金循環勘定は未

だそうした定型的理論モデルを持っていない。この３章はそうしたこれまでの

分析に欠けていた分野へのひとつの挑戦的試みであり ，その組み立ての手順は

国民経済の生産活動に伴う要素 ・財貨サービスに関する受払いを中心とした貨

幣需給，すなわち通貨の産業的流通に，貨幣が証券　債券なとの信用手段つま

り資産ポートフォリオとして選択 ・交換される金融的流通との二分法に基づき ，

各経済主体部門別に貨幣の需給関数式を組み立て，その問貯蓄 ・投資の相互関

係， 金融フローと同ストッ ク関係，財政的流通と国際的流通ならびに金利変動

をそれらに絡ませながら経済主体部門別に積み上げ，総計としての，つまり産

業的流通と金融的流通両者の均衡式（総貯蓄＝総投資）および現預金，証券お

よひ貸出各市場の需給ハランスを求めていく方式である。このモテルは貨幣需

給が直接の分析対象として表面に据えられ，実物経済は外生として裏面に位置

付けられ，かつ国民経済総体としての集計量べ一スで議論が進められているの

が特徴であり ，その点では金融均衡マクロモデルと称しうる。反面，実物取引

分野におけるミクロ主体の行動方程式を前提としていないので，その「予想 ・

期待」など実物 ・金融相互関係が生む動態的な経済像を現してはいない。言い

換えれはこのモテルは実物 ・金融両面の相互関係が自立的な論理完結的体系を

持つに至ってはいない。しかし同種金融モデルがその例として数少ない研究の

現況からすればそうした動態モデル作成への一つの過程段階と評価され得るも

のである 。

　（３）数量分析による諸結果およびそれらの評価（主体別金融行動の特徴 ・当

局政策スタンスおよび金融仲介機関の役割についての分析）を行っている４章

では，それまでの統計的記述分析および理論仮説に基づいて日本の安定成長期

（１９７５～９１年問）における家計，法人および公共各主体部門における，実物面

を配慮しながらの金融資産選択諸関数が推定されている。それによっ てそれぞ

れの資産選択が実物面およびそれと連動した金融政策によっ て強い影響を受け

ていることが確認された後に，各主体を集計した総量べ一スで貨幣需給各関数 ，
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債券需給各関数および貸出需給各関数のパラメータが連立同時推定され，それ

ぞれの推定結果からＱ当該期問における経済総体としての家計 ・企業 ・政府

等の金融各行動と当局の政策スタンスに見たその適否，　国債発行の効果を

中心とした政府部門の資金調達と民問部門の対応関係および政策金融の意義 ，

さらには　民間金融機関の仲介機関としての貸出行動が貸出需給に与えた影

響と役割および＠その基本条件にみる近時の変化についてそれぞれ評価 ・検

討が試みられており ，それからしてこの章はこの論文の中心的部分に相当する

と位置付けられるので以下に上記の各課題毎にその結論とそれについての評価

を要約しておこう 。

　¢　論文による分析では，国総体の貨幣需要は実物面からの強い影響が長短

いずれの期間でも見られ，それに対して貨幣供給はほぼ円滑裡に推移 ・維持さ

れてきたと評価している。しかし貸出金利の短期推定結果は不安定であり ，実

物経済の変動と構造変化を受けた金利の変動は貨幣需給の均衡に強い影響力を

持っ ていることが示され，日銀の政策スタンスが「長期安定性」および「短期

不安定性」との二つの側面を持っていたことが的確に析出されている。これは

日銀の政策スタンスが実物経済追随傾向にあったという相対的に長期に渉る経

済順調期における評価（長期安定性）がそのスタンスが概して適正であ ったと

いう概括的結論に繋がっており ，その政策発動が，景況過熱から沈静化への過

程で時としてオーバーキルを生じたこと（短期不安定）も指摘されている。が，

その反面としての不況からの回復に果たす金融（とくに貨幣供給）政策の実効

如何についての評価は景気循環各局面間の非対称性からしてこれらとは別途の

課題であると見傲され，論文で言及されている後者についての今日的必要とそ

の要請に関して，その効果を判定するためには異なる視点からの分析が追加 ・

補充されて然るべきであろう 。

　　　政府部門を中心とした資金調達として，国債発行は通常その目的とされ

る投資的支出に充当され景気対策としての役割を果たしてきたと一般には理解

されてきたが，その漸減傾向とともに，経常支出増大に伴う予算規模への圧迫

から発行を迫られてきたという新たな側面を無視できないという結果がここで

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７２）



　　　　　　　　　　　　　　学位論文審査報告　　　　　　　　　　　　　　１７５

の分析から得られている。また引き受け円滑化を図った低金利誘導政策との連

携が明らかであり ，引き受け需要側として，民問金融部門の引き受けは金利選

好度 ・資金量増減との関係が密接であり ，法人部門の引き受け需要は金利選好

度， 家計部門のそれは所得増減からの影響度が強かったという推定結果が得ら

れている 。

　　　民問部門を中心に資金貸出需給の均衡時期を求めると ，全７４期問のうち

均衡期間数は１２期間を数えるに過ぎず，超過供給期問が３５期問，超過需要期問

が１７期問に及ぶ。貸出行動に影響を与えたのは日銀の市中銀行に対しての預金

準備率，債券金利，コールレートなどであり ，このうち日銀の貸出市場管理と

しての預金準備率は極めて有効に作用した（７０年代後半）結果が本論文では得

られている。その反面，民間金融の貸出行動は市中金利の動向と密接に関連し ，

とくに８０年代前半期には高い調達コストとの関連による貸出縮小傾向が極めて

強かったことが示されている 。

　＠　その後に見られた金融自由化とそれに伴う構造変化は貯蓄（増） ・投資

（減）のギャッ プを増大させ，一貫した低金利誘導的な政策として終始し，そ

れがバブル経済の引き金として作用すると共に，それに伴う債券金利上昇は民

問金融機関の貸出資金が債券市場に流れ，その後９０年代にな って反転した貸出

再縮小は金融機関の仲介機能としてのあり方が問われる迄に至っていることが

指摘されている。と同時に，ここでの分析で得られた新しいファクト ・ファイ

ンディングとして，資金の流れが貸出市場から債券市場に移動する傾向とその

調整速度が早まる過程で，各市場への政策影響力が弱体化したことが的確にか

つ時宜を失せず指摘されている。これは日銀当局が今日政策を発動する際に考

慮さるべき基本条件が変化しつつあることおよび政策の適否（とくにその発動

時期）がその効果にとっ て抜き差しならぬあり方（政策発動の遅滞がその効果

を無にする可能性）となることが意味されており ，その観点からこの事実指摘

は一段と強調されて然るべきであろう 。

　審査委員会の評価として，日本資金循環表の統計系列から得られたこうした

分析枠組みは，将来中国において同表が継続的に作成 ・整備されれは，同国を
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直接対象とした同様の分析が可能となる訳であり ，経済発展，とりわけ産業開

発が重点目標とされる中国にあ って，そのための資金調達および運用がその成

否に関して鍵となっ ていると同時に，上記のような分析は金融政策が与える経

済総体への影響を計測把握する上での実例として中国においても将来大いに役

立つことが期待される試みである 。

　（４）中国資金循環表についてそのあるべき望ましい体系について提示してい

る次の５章では，対象範囲とその理論的根拠，表象されるべき指標および部門

分類 ・表全体の構成枠組み ・設計等についての新提案を行いつつ現在試作段階

にある実測表と対比している。本論文では，同政府案「実物 ・金融並列法」に

対して独自の他勘定問「マトリ ソクス法」への新しい提案を行っており ，それ

により他４勘定との関係がより明確化し，同時に中国におけるＳＮＡ全体系の

整合化がより一層進展するという ，画期的な展開と評価される分析が提示され

ている。しかし現行政府案「実物 ・金融並列法」でもその作成は上述した将来

における分析に役立つための一つの条件となり得るものであり ，同時に下記の

日中についての本格的な比較分析を通じて，中国における経済発展のための金

融機構整備およびその実効についての事前判定にも貢献するという論文での指

摘は適宜なそれとして評価され得よう（なおマトリッ クス法から並列法への転

換は可能である）。

　（５）最終６章では現在段階で得られる中国資金循環表と日本表をもとに金融

制度，金融取引行動のパターン，資金循環構成，金融資産のあり方について日

本との異時点問にまたがる動態的な比較分析を行い，中国における資金循環の

現状における下記のような問題点およびそれらの今後を見通した展望を行 って

いる。この部分は将来中国経済の発展をまっ て本格的な研究対象とされるべき

課題であり ，両国現在に置かれた発展段階の格差にあ っては統計資料の中国側

による未整備という条件からして試論的性格の域を出難い分析視点 ・分野であ

る。 比較の基準とさるべき日本についても戦後復興期から高度成長期にかけて

が比較対象とされるべき時期であろう（この点では同時期における日本側統計

が不備であ ったことも一つの限界となっ ている）。
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　今回は近年における両国の金融機関制度 ・機能にみる相違，ならぴに王体別

金融資産構造の期間別比較を中心に分析されており ，¢両国の金融構造格差

は， 家計 ・金融両部門問の中国における狭倭さが顕著であり ，その点から家計

所得水準の向上および金融チャンネル，すなわち両者の預貯金チャンネル形成

とその多様化が望まれること ，　今後の市場経済化進展に伴い，その政策措

置が市場メカニズムを生かしつつ発動され，政策金融もその調整的補助手段と

しての機能が果たされるべきこと ，　「窓口指導」等総じて日本の金融制度と

機能からその現実的実効性および機動性について学ぶべきことの多いこと ，な

どが結論付けられている。より厳密かつ精綴な研究は今後に待たれるものの現

在段階の中国経済実態にあ っては妥当な，質の高いかつ視野の広い政策提言を

結論としていると評価し得よう 。

３． 本研究論文の到達水準と今後の課題

　本論文は，以上に述べたように学界の研究水準を十分消化し，新たな視点か

らそれらの新しい体系化を試みており ，その研究諸成果としての内容も高い水

準のそれらを得ているが，以下に述べるような幾つかの課題も存在する。上述

した内容と重複するもののその諸点を再述すれは以下の通りである 。

　（１）一つには日銀当局による政策スタンス評価の観点である。論文は上述の

ように比較的長期問にわたる経済順調期の，貨幣供給の実物つまり成長実勢追

随姿勢を「長期安定性」もしくは適正として高く評価し，景況過熱から沈静化

へのオーバーキルを「短期不安定性」としており ，適正を欠くスタンスは「短

期間」のみであ ったと理解している。一般にはそのどちらかのみを注視してそ

のスタンス適否が論ぜられているが，それからすればこの理解はバランスのと

れたそれと称し得よう 。しかし前述のように論文では，今日の不況下にける貨

幣供給を中心とした金融緩和政策の発動をその脱出策として提言しているが，

景気循環の下降 ・回復 ・上昇各局面の非対称性もあり ，金融引き締めの速効性

に対して，貨幣供給を中心とする金融緩和政策が景況を不況から上昇に転ずる

とする政策提言には，その実効確認のためになおその非対称性を考慮した別途

の分析が用意 ・追加されるべきであろう（景況上転よりは物価高がもたらされ
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る懸念および現下における政策無発動はその実勢追随傾向に根ざすや否やへの

検討等）。

　（２）作成された「貨幣需給均衡モテル」は実物経済面を外生とし直接の分析

対象である金融経済面を重点としているが，実物取引分野におけるミクロ行動

方程式を則提としていないので，そのｒ予想 ・期待」など実物 ・金融両面の相

互関係が生む動態的な経済像を表現してはいない。実物成長と金融（貨幣）両

面の相互作用，とくに後者の前者への影響についてはマネタリストおよび貨幣

（不）均衡動学論など理論面から多くの見解が表明されているが，決着が付い

たとは未だ言えない。上述（１）とも関連しそうした動態モデル作成 ・実測への

試みが急がれるところである 。

　（３）本論文で提案されている（中国における）資金循環表の「マトリッ ク

ス」概念化について，相互関係がより密接になる他勘定（国民所得 ・産業運関

・国際収支 ・資産資本表）各項目との概念関係が整合的に調整化されなければ

ならず，また実測統計作成上に発生する諸問題への配慮 ・検討も欠かせない 。

国際比較を含めたこれらの本格的な検討も今後の課題となろう 。

　（４）日中資金循環表による両国金融制度 ・行動 ・資金循環構成 ・資本構造の

動態比較分析については，なお中国における関連諸統計の整備をまっ て本格的

な研究課題とされるべきものであることは既に述べた。同表の未整備な現況か

らすれは，過去を含めた両国における長期系列の推計が経済発展段階の格差を

踏まえたより体系的かつ綴密な国際比較分析にとっ てまたれるところである 。

　（５）ところで本研究の主題であり ，中心としての位置を占める資金循環分析

に関しての課題がある。論文でも指摘されているように同分析の有用性につい

ては，同表が国民経済計算体系全般をカバーし，実物と金融の逆行 ・対応性を

はじめ貯蓄資金から投資への流れなどその各勘定を総括し接合する役割を担 っ

ているところにある。しかし同時にその限界として，主体部門別使途 ・源泉

（表頭）と資金項目別（表足）による事徴性としての表示は，論文でも指摘さ

れているように，資金の流通が信用を媒介として持つ総量性 ・多段階性 ・多重

性を純量化（ネ ットアウト）してしまう 。信用乗数概念を考慮した，資金循環
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市場における「失われた」勘定の回復を企図した研究の展開が，金融理論の真

に求めている実証統計として今後補充されるべき分野であり ，課題である 。

　前述したように，本論文は，米日欧先進諸国で開発された国民経済管理 ・運

営のための統計体系とくに資金面におけるそれを，中国において適用する先駆

的な分析として高く評価されるものである。しかし本研究分野は新しいそれと

して今後取り組むべき多くの諸課題を抱えており ，審査委員会は，その発展に

一層寄与した本論文著者による研鐙を希望したい 。

　なお，本論文の内容を構成する基本の部分が，既に以下の独立論文として公

表されているので付記するものとする 。

１． 「資金循環分析手法を論ずる」中国統計学会『統計研究』１０号，１９８８年１２

　月

２． 「中国における資金循環分析の展望」『立命館経済学』４０巻３号，１９９１年８

　月

３　「貸出需給に関する計量分析」大阪府立産業開発研究所『産開研論集』５

　号，１９９２年１１月

４． 「マネーフローに関する実証研究」日本経済統計学会『統計学』６４号 ，

　１９９３年３月

審査委員　経済学部教授（主査）　鈴木　　登

　　　　経済学部教授　　　　　山田　　彌

　　　　経済学部教授　　　　　平田　純一

（７７７）
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鄭　　致福「光産業論　　その形成史的分析　　」

学位の種類　博士（経済学）

授与年月日　１９９３年３月３１日

〔論文内容の要旨〕

　本論文の課題は，光産業の形成過程を分析し，光産業形成の産業史上の独自

性をあきらかにすることである 。

　光産業は，１９６０年のレーザー光の開発を起点とし，とりわけ１９７０年代以降急

速な発展をみせつつある現代の最先端技術としての光技術を基盤として，情報

とエネルギーの両分野において目覚ましい展開を示してきている現代の新興産

業である。新しい産業形成の常として，光産業は未だ「日本標準産業分類」に

は表記されておらず，産業研究としての実績も著しく乏しい状況がある 。

　本論文は，このような現在まだその形成過程にあるとみられる新興産業に焦

点をあて，その形成過程を分析し，産業形成史上の独自性をあきらかにしよう

としている 。

〔１〕本論文の分析視角

　本論文は，課題に対する分析視角として，第１に，複雑な製品構成をもつ光

産業の発展的な構造を把握するために，需要と技術の両側面から産業形成にお

ける「基軸製品」を抽出する。そして，それらの基軸製品（具体的には３つの

基軸製品）の展開過程として光産業の形成過程を把握している 。

　第２に，光産業が従来の多くの産業の場合のようにベンチャー型の企業を軸

にしてではなく ，既存企業の多角化の一環として形成されたという事情に鑑み ，

基軸製品市場の分析に際して企業の参入行動に着目し，参入対象となる事業と

既存事業との問の資源の関連を示す参入類型を設定する。具体的には，市場的

な連関の有無，および技術的な連関の有無という２つの軸を基礎に，○市場

連関（代替製品）型，　技術連関（素材連関）型，　 マルチメリット（市場
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・技術双方連関）型，および＠ノンメリット型，という４つの参入類型をあ

きらかにしている。そして，そのような参入類型に照らしつつ，さらに参入動

機に規定される企業戦略，および参入後の事業戦略について検討している 。

　第３に，光産業の構造とそれに関わる企業の構造の相関を把握するために
，

日本標準産業分類を念頭におきつつ，光産業概念の重層的な構造をあきらかに

し， これと現代の多角化企業の重層的な構造を対応させる。具体的には，産業

の２ケタ分類レベルに光産業の総括的な概念を位置づけ，これに多角化企業の

全体構造を対応させ，さらに３ケタ分類レベルに位置する光産業を構成する各

基軸製品を多角化企業の一事業部門として対応させている 。

　このような分析視角によっ てすすめられる本研究の特徴は，光産業を対象に

その形成過程を分析するという産業史研究に位置しながらも，その過程を企業

行動から分析することによっ て産業史研究と経営史研究が統合された，ダイナ

ミッ クな産業史研究に結実していることである 。

〔２〕　本論文の内容

　本論文の構成は，つぎのとおりである 。

序　章　産業形成の類型分析　　光産業形成の独自性

第１章　光産業の構造と基軸製品

第２章　光ファイバ市場における日本企業の競争戦略

第３章　光ディスク市場における競争関係

第４章　光産業の形成と企業戦略

　以下，各章の内容を概括する 。

　（１）序章では，光産業形成の独自性をあきらかにするという課題を総括的に

扱っ ている。具体的には，日本標準産業分類を念頭においた産業概念の階層性

にしたがいつつ，総括的な概念レベルの産業と基軸製品市場との関連を明確に

し， 光産業形成の独自性をあきらかにしている 。

　従来の産業研究の枠組みでは，セミマクロ ・レベルでの分析単位とセミミク

ロ・ レベルでの分析単位との乖離をあまり意識的に問題とせず，両レベルの研

究の関連性を直接に問うことをしなかったが，これは，現実がそのような問題
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領域を求めなかったからである。つまり ，「市場」概念に近似した３～４ケタ

分類レベルの産業と ，技術の共通性を基準とした２ケタ分類レベルの産業とが，

それを担う企業群という点からは基本的に一致していたからである 。

　これはいい換えると，産業の発展の歴史がそれを担う企業の発展の歴史と対

応していたということである。具体的に例示すると ，素材産業である鉄鋼産業

や化学産業についてはもとより ，光産業と比較的に多くの共通性をもつ電気機

械産業の場合にも産業を形成する主体となっ た企業が当該産業の「総合企業」

として存在するということである。輸送機械産業については「総合企業」は２

ケタ分類レベルでは存在しないが，自動車産業や造船産業というレベルでみれ

ば， 同様のことがいえる 。

　しかし，光産業は，産業の発展とそれを担う企業の発展が対応しないという ，

新しい状況を作り出した。光産業では，産業形成の主体である企業はすでに多

角化している既存の企業であり ，このような既存の多角化企業が光産業を構成

するさまざまな製品分野に参入することによっ て光産業が作り上げられてきて

いる。したがって，光産業には，これまでの産業のように，この産業を総合的

に展開する「総合企業」は存在しない。そして，ここに，光産業の形成過程が

産業形成史上にもつ独自性があるとされている 。

　（２）第１章では，光技術の特質から，現代の情報技術革新を支える最先端基

盤技術の一つとしての光技術の基本的な位置づけを行い，その適用領域の広範

さから，それを基盤とする光産業が複雑な製品構成をもっ て形成されてきてい

ることをあきらかにしている。実際にこの光産業が本格的な展開をみせるのは

１９８０年代に入ってからであるが，さらに，時系列的にみれば，この問，光ファ

イハ通信関連の分野から，光ティスクを中心とした情報関連の応用機器の分野

へ， 形成期の光産業の構造が展開してきたことをあきらかにしている 。

　このような光産業の製品構成とその歴史的な展開の分析をふまえ，光産業形

成の特徴を分析する基礎となる基軸製品として，○半導体レーザー 　光フ

ァイハ，　光ディスク ，という３つの基軸製品を抽出している 。

　さらに，これらの３つの基軸製品が生成してくる光技術の研究開発過程の分
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析によっ て， 基礎研究から開発研究までのプロセスが，光産業の場合には，従

来の産業形成に比して著しく短縮され，また世界的に同時進行したことがあき

らかにされている。したがって，日本の光産業は，導入技術に依らない産業形

成を果たすことになっ たことが指摘されている 。

　（３）第２章では，基軸製品の一つである光ファイバの市場を対象として，そ

こへの参入企業の戦略を参入類型別に検討しつつ，市場形成のありようを具体

的にあきらかにしている。その際，ここではとくに日本と米国の中心参入企業

の行動様式に焦点があてられ，その分析をとおして，日米両国での異なる市場

形成のありようをあきらかにしている 。

　一般的に，代替製晶型は素材連関型の参入企業と比較して，市場へのアクセ

スという点から優位性をもっ ており ，逆に素材連関型は代替製品型の参入企業

に比較して技術における優位性をもっ ている 。

　日本での光ファイバ市場形成の特徴は，それが代替製品型の電線メーカーに

よっ て主導されたことであるが，日本の電線メーカーは，市場へのアクセスと

いう優位性を最大限に生かしつつ，他方，この類型がもつ技術連関的な弱点に

ついては，ユーザーとの共同で行われた自主技術開発によっ て克服した。これ

が， 米国コーニンク社の基本特許網が日本市場を制覇するのを防きえた背景で

あっ た。

　他方，光ファイバの基本特許をもつ米国コーニング社は素材連関型のガラス

・メーカーであるが，コーニング社は，基本特許の力を駆使しつつ，他方，こ

の類型がもつ市場アクセス上の弱点については，既存電線メーカー 通信企業

との戦略的な提携関係の構築によっ て克服し，日本以外の世界各国市場を制覇

したことをあきらかにしている 。

　以上のような具体的な市場形成のありようをふまえて，さらに一般的に，新

規市場参入の諸類型によっ て示される既存企業の内部資源は参入の動機の一つ

にすぎず，必ずしも市場での優位性に結び付く決定的な要因ではない。それは ，

参入企業にとっ て戦略策定の出発点であり ，その上での戦略の優位性は，類型

がもつ優位性を生かすことだけではなく ，その限界を乗り超える戦略的なダイ
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ナミズムにこそあることが指摘されている 。

　（４）第３章では，民生用の主要な光ディスクであるＣＤとレーザー ディス

ク市場，およぴコンピュータ用の光ディスク市場を対象として，そこでの企業

関係の競争関係を分析している 。

　具体的にここでは，まず多様な製品展開を示している光ティスク市場全体を

概観して，それらのハードウエアについては日本企業が世界市場への主たる供

給者となっ ていることをあきらかにし，そのような状況がどうしてもたらされ

たかを検討している 。

　結論的にいうと ，光技術を応用した記録装置市場の形成には必ず新しいフォ

ーマットの開発と標準化が必要であり ，また，その過程でソフトウエア資産が

重要な意味をもつことが共通に見出されるとされる。そして，この点で日本の

参入企業が先発企業としての優位さを発揮しえたことが，日本企業の世界市場

での優位性の確立に大きく作用したことがあきらかにされている 。

　さらに，日本企業が汎用品市場である光ディスク市場に活発な参入を行う一

つの大きな意味は，来るべきマルチメディア時代のハードウェアの標準化を主

導することにあることがあきらかにされている 。

　（５）最後に第４章では，光産業の市場形成が既存企業の事業多角化の一環と

して展開されたことが，ここではとくに，多角化企業が当該市場への参入を決

定する企業戦略のレベルと，参入した市場での事業戦略のレベルという２つの

レベルから総括されている 。

　このなかで，光産業では，産業全体の構造，具体的には３つの基軸製品に対

応するような事業構造を有する「総合企業」が存在しないと同時に，また他方

では，一つの企業の内部で異なる基軸製品事業を展開している場合にも事業を

垂直的に統合しているわけではなく ，相対的に自立的な関係を保っているが ，

このことは，光産業への参入が日本では技術連関型に比べて市場連関型が多く ，

またこの類型が市場での競争優位を確保していることと対応していることがあ

きらかにされている 。

（７８２）
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〔論文審査の結果の要旨〕

　（１）光産業は，そのコンセプトが世に登場してから１０年余という歴史のきわ

めて浅い新興産業であり ，むしろ２１世紀において戦略産業としての位置を期待

される産業である。このような事情を反映して，これを対象とする産業研究の

学術的な成果は，まだほとんど皆無であるという状況である。このような研究

状況のなかにあ って，本論文に示された研究成果は，光産業の研究史上，開拓

者的な役割を担うことになると評価される 。

　（２）本論文は，現在まだその形成過程にあるとみられる新興産業に焦点をあ

て， その形成過程を分析し，産業形成史上の独自性をあきらかにしようとして

いる。その際，分析視角として，複雑な製品構成をもつ光産業の発展的な構造

を把握するために，需要と技術の両側面から産業形成における「基軸製品」を

抽出している。そして，それらの基軸製品（具体的には¢半導体レーサー

　光ファイバ，　光ディスクという３つの基軸製品）の展開過程として光産

業の形成過程を把握している。このような手法は，複雑な製品構成をもつ類似

の産業の形成史の分析手法として一般性をもつものと評価できる 。

　（３）本論文は，光産業の基軸製品市場の分析に際して既存企業の参入行動に

着目し，参入対象となる事業と既存事業との問の経営資源の関連を示す参入類

型を設定している。具体的には，市場的な連関の有無，および技術的な連関の

有鉦という２つの軸を基礎に，¢市場連関（代替製品）型，　技術連関（素

材連関）型，　 マルチメリット（市場 ・技術双方連関）型，および＠ノンメ

リット型，という４つの参入類型をあきらかにしている。このような経営資源

連関的な視点からの参入類型をべ一スにすることによっ て， 本論文は企業の参

入行動の分析に具体的で，綴密な洞察を加えることになっ ている。その際，新

規市場参入の諸類型によっ て示される既存企業の内部資源の活用は参入の動機

の一つにすぎず，必ずしも市場での優位性に短絡的に結び付く要因ではなく ，

むしろ参入企業にとっ て戦略策定の出発点であり ，その限界を克服する戦略的

なダイナミズムこそが重要であると指摘されているが，この点は，新規参入の

成否をあくまでも現実的な企業行動のレベルのダイナミズムのなかで捉えよう
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としている点で重要な指摘である。本論文の特徴および成果として，それが単

なる産業史研究にとどまらず，産業史研究と経営史研究が統合された，ダイナ

ミッ クな産業史研究となっ ていることがあげられるが，それはこのような手法

に負うところが大きいと評価される。また，このような参入類型による産業形

成の分析は，光産業のケースだけに止まらず，既存企業の参入による類似の産

業形成史の分析手法として一般性をもつものと評価できる 。

　（４）本論文は，光産業の産業形成史上の独自性として，産業形成の主体であ

る企業はすでに多角化している既存の企業であり ，このような既存の多角化企

業が光産業を構成するさまざまな製品分野に参入することによって光産業が作

り上げられてきたこと ，したがって，光産業には，これまでの産業のように ，

この産業を総合的に展開する「総合企業」は存在しないことを指摘している 。

この点は，これまでの基幹的な産業の形成史では例をみなかったことであり ，

このことを実証的に指摘したことは，産業形成史の研究上一つの貢献と評価で

きる 。

　しかし，この点については，これまでの基幹的な産業の形成史研究をふまえ

つつ，より綴密な産業形成史の比較研究を重ねることが必要であり ，これから

の研究の深化に期待したい 。

　（５）本論文は，設定された課題の追求において以上のような評価されうる特

徴および成果を含むと同時に，論文全体として一定水準の体系性，一貫性をも

ったものとして展開されている。もとより ，この成果を著書として刊行するた

めには，細部にわたりもう一段の磨き上げ作業が必要であろう 。しかし，課程

博士論文として求められる全体的な体系性の水準は十分充たしていると評価で

きる
。

　（６）以上のような評価に立ち，本論文は，著者が自立した研究者として社会

的に活躍できる研究能力と高度な学識を備えていることを十分証明するものと

なっ ており ，「課程博士」の学位を授与するに値するものであると判断する 。

　（７）なお，申請者は，立命館大学大学院博士課程後期課程において所定の単

位（１２単位）を取得しており ，本学学位規定第５条第１項にもとづく「課程博
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士」の学位を申請する要件を充たしている 。

〔付記〕　本論文の内容を構成する基本的な部分が，すでに以下の独立論文とし

て公表されていることを付記する 。

　「光産業の構造と基軸製品の生成」『立命館経済学』４０巻２号（１９９１年６月）

　「光ファイバ市場における日本企業の競争戦略」同上誌，４０巻６号（１９９２年

２月）

　「光ディスク市場における競争関係」同上誌，４２巻１号（１９９３年４月）

　「光産業の形成と企業戦略」『産業学会研究年報』８号（１９９３年３月）

審査委員　経済学部教授（主査）　坂本　和一

　　　　経済学部教授　　　　　奥地　　正

　　　　経済学部教授　　　　　本田　　豊

（７８５）




